






エコカーを合わせた販売台数（4,493 万台）の 3.2％（147 万台）だったものが，2020 年には全体
の販売台数（5,472 万台）の 16.4％（1,070 万台）を占めるようになると予測されている。また，
エコカーのうち，電気自動車の比率を見てみると，2012 年にはエコカーのうち 3.5％（5.1 万台）



































































は他社との共同開発が行われており，Relational もしくは Hierarchy の形態が取られていること
が明らかになった。それ以外の部品については Modular の取引形態が取られており，実際には
「スモール・ハンドレッド」論のような水平分業すなわち市場取引はほとんど見られないといえ
る。また，部品取引においては Hierarchy，Relational，Modular の 3 形態を使い分けながらも，
R&D，販売，組立は自社で行い，さらに資本提携関係によってダイムラー，トヨタ自動車，パ
ナソニックとは Relational の取引形態を取っている点から，テスラ・モーターズ社のような幅の
広い取引形態は，既存の自動車産業の取引形態では確認できない新たな取引形態であることがわ
かった。
取引関係の理論を踏まえ，過去の自動車産業ならびにテスラ・モーターズ社の事例研究を行う
ことで，「スモール・ハンドレッド」論を批判的に検証でき，また電気自動車メーカーの新たな
取引形態を発見できたことが本研究の意義であると考える。
